
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成21年度(１年間)

事業実施地区名 野鹿谷川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
の か だ に が わ

（都道府県名） （福井県） 福井森林管理署

事業の概要・目的 野鹿谷川地区は、福井県大飯郡の野鹿谷国有林内に位置している。
当地区の渓床には不安定土砂が堆砂した状況で、降雨時には今もな

お下流への土砂の流出、渓岸の侵食がみられることから、地元からも
早急な対応が望まれているところである。

本事業は、渓床に堆積する不安定土砂の移動を抑止し、下流域の国
道や集落の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工（１基）３００．０m3

費用対効果分析 総費用（C） １８，２６９千円

総便益（B） 水源かん養便益 １１，１７１千円

山地保全便益 ３１，５８０千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ２，４００千円適用しない

計 ４２，７５１千円

分析結果（B／C） ２．３４

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成21年度(１年間)

事業実施地区名 古和谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
こ わ だに

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 古和谷地区は、三重県尾鷲市の古和谷下流の古和谷国有林内に位置
している。

当地区は、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発
揮等に関する要請が高い地域である。台風等の豪雨により渓床が荒廃
し不安定土砂が堆積しており、渓流河床を徐々に底上げしてきている。

本事業は、これらの要請に応えながら、渓床に堆積する不安定土砂
の移動を抑止し、下流域の道路、発電施設等の保全並びに水土保全機
能の維持、向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工（１基）４００．０m3

費用対効果分析 総費用（C） ３０，７６９千円

総便益（B） 水源かん養便益 ３３，４７８千円

山地保全便益 １０３，５００千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ２２，８７６千円適用しない

計 １３６，９７８千円

分析結果（B／C） ４．４５

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成21～27年度(7年間)

事業実施地区名 長瀬谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
な が せ だに

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 長瀬谷地区は、三重県熊野市の大又国有林内に位置している。
当地区は、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発

揮等に関する要請が高い地域である。
台風等の豪雨により山腹崩壊、渓床荒廃が発生し、不安定土砂が多

く見られる。
本事業は、これらの要請に応えながら、不安定土砂の移動を抑止し、

下流域の林道の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るもである。

主な事業内容 渓間工（４基）１,９９０．０m3

山腹工 ０．６９ha

費用対効果分析 総費用（C） １８５，０９８千円

総便益（B） 水源かん養便益 ４４，２４９千円

山地保全便益 ２３８，８５２千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ２３，７９０千円適用しない

計 ２３８，１０１千円

分析結果（B／C） １．５３

評価結果 ・必要性: 渓流・山腹に堆積している不安定土砂の状況から、放置
すれば、今後の集中豪雨等により渓流荒廃・山腹崩壊の拡
大が懸念されることから、当事業の実施による水土保全機
能の発揮の必要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流・山腹の安定化が図られ保安
林の水土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の
保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 山地災害対策総合減災対策事業 事業計画期間 平成21～28年度
（国有林） （８年間）

事業実施地区名 貴船川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
きぶ ねが わ

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 貴船川地区は、京都府京都市の鞍馬山国有林・貴船山国有林を対象
としている。

京都市北部の山間地域に位置する貴船川流域は京都市内を南流する
鴨川の上流水源地域の一部で「水源の森100選」に選ばれている。貴
船川沿いには貴船神社や京の奥座敷とも呼ばれる料理旅館が数十軒立
ち並び貴船川に床を置き料理をふるまう「川床」は有名で、森林浴と
合わせ年間を通じ多くの人が訪れている。

本事業地区はこれらの保全対象を取り囲んで所在しており、急峻な
斜面は下層植生が少なく表土流出が認められ、また、部分的に基岩が
露出し風化や亀裂が発達しているため、崩壊・落石等が絶えない。

さらに、台風等の豪雨により渓床が荒廃し不安定土砂が堆積してい
る状況にあることから、早急な減災対策が望まれているところである。

主な事業内容 渓間工（２基）５５０．０m3

山腹工 １．７０ha

費用対効果分析 総費用（C） ２２４，３５１千円

総便益（B） 水源かん養便益 ６９，６５２千円

山地保全便益 ７４２，３２４千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ７７，１４３千円適用しない

計 ８１１，９７６千円

分析結果（B／C） ３．６２

評価結果 ・必要性: 渓流・山腹に堆積している不安定土砂・荒廃の状況か
ら、放置すれば、今後の集中豪雨等により渓流荒廃の拡大
・山腹崩壊・落石の発生が懸念されることから、当事業の
実施による水土保全機能の発揮の必要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流・山腹の安定化が図られ保安
林の水土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の
保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成21～22年度（2年間）

事業実施地区名 蓮花岩山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
れんげいわやま

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 蓮花岩山地区は、宍粟市一宮町の阿舎利国有林を対象としている。
平成18年7月の豪雨により、山腹が拡大崩壊し林道が崩壊した。林

道の災害復旧工事は平成18年度に施工されている。
林道直下の山腹は降雨等により土石の流下が進んでおり、このまま

放置すれば、拡大崩壊し林道擁壁の底部を洗掘する危険性がある。
また、直下の渓流には崩壊地より流下した土石が不安定な状態で堆

積しており、今後の集中豪雨等により、渓床・渓岸の侵食が進み荒廃
が拡大する恐れがあり、土石流が発生すれば下流域の人家等へ大きな
被害をもたらす危険があるため、治山事業により安定を図ることとす
る。

主な事業内容 渓間工（２基）６６０．０m3

山腹工 ０．０７ha

費用対効果分析 総費用（C） ６３，２４０千円

総便益（B） 水源かん養便益 １８，７８７千円

山地保全便益 ５８，１５０千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ３，１５１千円適用しない

計 ７６，９３７千円

分析結果（B／C） １．２２

評価結果 ・必要性: 渓流・山腹に堆積している不安定土砂・荒廃の状況か
ら、放置すれば、今後の集中豪雨等により渓流荒廃・山腹
崩壊の拡大が懸念されることから、当事業の実施による水
土保全機能の発揮の必要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流・山腹の安定化が図られ保安
林の水土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の
保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策事業 事業計画期間 平成２１年度（1年間）
（国有林）

事業実施地区名 天川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
てんかわ

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 天川地区は、淡路島南部の洲本市由良町の由良国有林に位置し、水
源の確保が難しく過去から渇水の被害を受けている。当計画地直下に
は、水源の確保に重要な水源貯水ダムがあり、下流域の住民の生活に
重要な役割を果たしている。

当計画地の渓流には、不安定な土砂の堆積や渓岸侵食等が発生して
おり、今後の集中豪雨等により、拡大荒廃し、直下にある水源貯水ダ
ムに被害をもたらす危険性がある。

よって、当治山事業により荒廃渓流の安定を図ることによる土石流
災害防止及び水源かん養の観点から計画した。

主な事業内容 渓間工（３基）６７０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） ４１，３４６千円

総便益（B） 水源かん養便益 １４，７０９千円

山地保全便益 ３５，６１６千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ５４，０９３千円

計 ６８，８０２千円

分析結果（B／C） １．６６

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 地域総合防火対策事業 事業計画期間 平成21～22年度（２年間）
（国有林）

事業実施地区名 別所地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
べつしよ

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 別所地区は、兵庫県南部の姫路市の別所国有林と高砂市の扇平国有
林に跨る都市近郊林を対象として、Ⅶ齢級を中心とした針広混合林で
あり、平成８年４月に一部山火事が発生した地域である。

隣接箇所にはキャンプ場、播磨アルプス全山縦断歩道もあり林内へ
の入り込み者も多く、また、周囲には人家、学校、鉄道等の公共施設
があり、延焼による危険性が高い。 このため、当該区域の防火機能
の向上を図ることを目的とし、枯損木の処理を行うとともに耐火性の
高い森林の造成と、万一災害が発生した際に早期消火を図るための歩
道整備を行うものである。

主な事業内容 森林整備 ８７．８９ha

費用対効果分析 総費用（C） ３４，８９１千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２５３，９２６千円

山地保全便益 １７８，４２５千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 － 千円

計 ４３２，３５１千円

分析結果（B／C） １２．３９

評価結果 ・必要性: 林地の状況から、放置すれば、山火事発生及び延焼の危
険性が高く、人家等に近いことからも火災発生が懸念され
ることから、当事業の実施による防火機能の向上を図る必
要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、耐火性の高い森林の造成・整備、
路網の整備が図られ防火機能の向上が見込まれることか
ら、人家等の保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた保安林の整備が適切に計画されているもの
と認められる。



整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２１年度（1年間）

事業実施地区名 ナベワリ谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
（都道府県名） （奈良県） 奈良森林管理事務所

事業の概要・目的 ナベワリ谷地区は、奈良県吉野郡野迫川村の南部、一級河川川原樋
川上流の伯母子国有林に位置している。

当地区は、近年の集中豪雨等により山腹崩壊及び渓流荒廃が発生し
流出土砂が林道を閉塞させるなど被害を及ぼした。

渓流内には現在も不安定土砂が堆積している状況にある。
下流には風屋ダムが所在し、水源かん養等公益的機能の発揮が求め

られる地域であることから、早急な対策が必要である。
このため、渓流の安定化を計り、水土保全機能の回復・向上と下流

域の林道等の保全のため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工（１基）２５０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） ３１，７３１千円

総便益（B） 水源かん養便益 １４，４１１千円

山地保全便益 ４３，５０２千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ３５，１９３千円適用しない

計 ５７，９１３千円

分析結果（B／C） １．８３

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度（1年間）

事業実施地区名 御殿川本流地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
おどがわほんりゅう

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 御殿川本流地区は、和歌山県伊都郡高野町の有田川上流に位置する
高野山国有林内の地区を対象としている。

当地区は下流域の重要な水源地域となっているが、山腹崩壊箇所か
ら表土流出が認められ、今後の降雨等により拡大崩壊し下流域の道路
へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹工により拡大崩壊の防止、斜面の安定を図ることに
より、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．０８ ha

費用対効果分析 総費用（C） ９，６１５千円

総便益（B） 水源かん養便益 １，５１５千円

山地保全便益 ４，７２３千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 １５，９３３千円

計 １７，４４８千円

分析結果（B／C） １．８１

評価結果 ・必要性: 山腹に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により崩壊の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１～２３年度(３年間)

事業実施地区名 大杉大小屋地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
お お す ぎ お お ご や

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 大杉大小屋地区は、和歌山県田辺市本宮町の熊野川本流に位置する
大杉大小屋国有林内の地区を対象としている。

当地区は下流域の重要な水源地域となっているが、山腹崩壊箇所は
断層の影響等により非常に脆弱であり、拡大崩壊の危険が非常に高い。

また、渓岸侵食が著しく、今後の降雨等により下流域の林道へ甚大
な被害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹工と渓間工により土砂流出の抑止並びに渓床の安定
と山脚の固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るも
のである。

主な事業内容 山腹工 ０．３５ha
渓間工 （２基）６６０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） ９６，７５１千円

総便益（B） 水源かん養便益 ５３，３９８千円

山地保全便益 １２７，１９６千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ９５，７２２千円適用しない

計 １８０，５９４千円

分析結果（B／C） １．８７

評価結果 ・必要性: 渓流・山腹に堆積している不安定土砂の状況から、放置
すれば、今後の集中豪雨等により渓流荒廃・山腹崩壊の拡
大が懸念されることから、当事業の実施による水土保全機
能の発揮の必要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流・山腹の安定化が図られ保安
林の水土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の
保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度（1年間）

事業実施地区名 北又谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
きたまただに

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 北又谷地区は、和歌山県日高郡印南町の富田川流域印南川に位置す
る川又国有林内の地区を対象としている。

当地区は下流域の重要な水源地域となっているが、山腹崩壊箇所は
表土流出が認められ、今後の降雨等により拡大崩壊を起こし下流域の
林道等へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹工により拡大崩壊の防止、斜面の安定を図ることに
より、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．２０ha

費用対効果分析 総費用（C） ３３，６５４千円

総便益（B） 水源かん養便益 ７，３７５千円

山地保全便益 １７，３６２千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 １０６，２２０千円

計 １１３，５９５千円

分析結果（B／C） ３．３８

評価結果 ・必要性: 山腹に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により崩壊の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度（1年間）

事業実施地区名 石ノ谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
いし のた に

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 石ノ谷地区は、和歌山県田辺市龍神村の日高川上流に位置する立花
川山国有林内の地区を対象としている。

当地区は下流域の重要な水源地域となっているが、渓床内には倒木
交じりの不安定土砂が多く堆積しており渓岸侵食も著しい。

今後の降雨等により、不安定土砂が流出すると下流域の人家等へ甚
大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工により土砂流出の抑止並びに渓床の安定と山脚の
固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の増進を図るものである。

主な事業内容 渓間工（１基） ２６０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） １５，３８５千円

総便益（B） 水源かん養便益 ５，６３５千円

山地保全便益 １３，１５８千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ５８，４２１千円適用しない

計 ６４，０５６千円

分析結果（B／C） ４．１６

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認
められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度（1年間）

事業実施地区名 権現山１０３地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ごんげんやま

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 権現山１０３地区は、和歌山県新宮市の熊野川本流に位置する権現
山国有林内の地区を対象としている。

当地区は吉野熊野国立公園の特別地域となっており、都市近郊林の
憩いの場として親しまれ入林者数も多い。しかし急峻な地形に併せ、
転石、浮石箇所が多数あり、直下に位置している民家等へ落石、崩壊
等の危険性が高い地区でもある。

このため、落石対策を行い、直下の保全並びに水土保全機能の維持
・向上を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．０１ha

費用対効果分析 総費用（C） ９，９１５千円

総便益（B） 水源かん養便益 １，２８８千円

山地保全便益 ３，０７７千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ２７，２７３千円

計 ２８，５６１千円

分析結果（B／C） ２．９７

評価結果 ・必要性: 山腹に存する転石・浮石の状況から、放置すれば、今後
の集中豪雨等により落石、崩壊の発生が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業 事業計画期間 平成２１年度（1年間）
（国有林）

事業実施地区名 不動山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ふど うや ま

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 不動山地区は鳥取市佐治町の不動山国有林を対象にしている。当地
区の下流にある発電ダム(佐治川ダム)は、過去の推移より大きな台風
時等に一気に堆砂量が増加する傾向にあり、平成１９年度現在で計画
堆砂量に対し実績堆砂が２倍以上の約７９％となっている。

これに対し佐治川ダムでは、浚渫を行うと共に平成２０年度には堆
砂対策として貯砂ダムに着手している。また、鳥取県は民有林エリア
において、森林の土砂流出防止機能を高度に発揮させるため治山ダム
及び森林整備を平成２０年度から４ヶ年計画で奥地保安林保全緊急対
策事業により着手している。

このような状況の中、当該渓流においては昭和６３年度に谷止工、
平成元年度に山腹工４箇所が施工されたところであるが、その後も降
雨等により渓岸侵食が発達し不安定土砂を供給している状況であり、
下流域の人家、国道等へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、谷止工の施工により流下土砂の抑止と山脚の固定を図り、
下流域の保全並びに水土保全機能の維持向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工（１基）２５０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） １６，３４６千円

総便益（B） 水源かん養便益 ３，９７９千円

山地保全便益 １２，７２０千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ３１，９９４千円

計 ３５，９７３千円

分析結果（B／C） ２．２０

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 水源の里保全緊急整備事業 事業計画期間 平成２１～２２年度(２年間)
（国有林）

事業実施地区名 神戸布瀬山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
か ん ど ぶ せ や ま

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 日野郡日野町の神戸布施山国有林に位置する神戸布施山地区は花崗
岩地帯で風化侵食等によりマサ土化した表土に覆われており、降雨等
による侵食作用に弱く集中豪雨のたびに土砂流出並びに渓岸の侵食が
続いていることに加え、造林地においては、樹幹の鬱閉により下層植
生の衰退が進行し表土の流出が認められるところである。

日野川上流の支流部である神戸布瀬山国有林７２７林班において、
平成１８年度の集中豪雨により４箇所の林地崩壊が発生し、土砂の一
部が直下の農地及び用水路等に流出し大きな被害をもたらした。

これに対し、平成１８年度災害関連緊急事業により谷止工１基、山
腹工３箇所、また、平成２０年度には復旧治山事業により谷止工が１
基施工されたところであるが、依然渓流には不安定土砂が堆積してい
る。

このことから、谷止工による不安定土砂の抑止と山脚を固定し渓床
の安定化を図ると共に、山腹崩壊地への復旧対策、また、森林の土砂
流出防止機能を高度に発揮させるため本数調整伐を実施することによ
って、水土保全機能の維持向上並びに下流域の保全を図るものである。

主な事業内容 渓間工（２基）９１０．０m3

山腹工 ０.１０ha
本数調整伐 ４６.８９ha

費用対効果分析 総費用（C） ７６，１８３千円

総便益（B） 水源かん養便益 １８９，４１０千円
山地保全便益１，０３７，４２６千円
環境保全便益 － 千円
災害防止便益 ８０，１０９千円適用しない

計 １，２２６，８３６千円

分析結果（B／C） １６．１０

評価結果 ・必要性: 渓流・山腹に堆積している不安定土砂、林地荒廃の状況
から、放置すれば、今後の集中豪雨等により渓流荒廃・山
腹崩壊・林地荒廃の拡大が懸念されることから、当該事業
の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流・山腹・林地の安定化が図ら
れ保安林の水土保全機能の発揮が見込まれることから、下
流域の保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設・保安林の整備が適切に計画され
ているものと認められる。



整理番号 １６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 今山川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
いまやまがわ

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 今山川地区は邑智郡美郷町に位置しており急峻な地形を呈してい
る。

平成１８年度７月の集中豪雨により、上流部に大量の土砂・転石が
堆積している。

このため、梅雨時期や台風の集中豪雨時には、この土砂が流出し、
下流域の農地、林道に被害をもたらす恐れがある。

本事業は、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全並びに水土保
全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工（１基）２５０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） ６７，３７５千円

総便益（B） 水源かん養便益 ４，１８０千円

山地保全便益 １４，１８９千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ８４，９３７千円

計 ８９，１１７千円

分析結果（B／C） １．３２

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 金井川地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
かな いが わ

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 金井谷地区は旭川流域の上流部で岡山県真庭市に位置する霰が仙国
有林で、下流域の社地区の農業用水の重要な水源地域であり、国有林
は、水源かん養保安林に指定されている。

当地区は森林の有する国土保全、水源のかん養等公益的機能発揮に
関する地域からの要望等が高い。

平成１６年台風２３号により山腹崩壊が発生し、崩壊地には不安定
土砂が堆積しており、今後の集中豪雨等により山腹崩壊の拡大、下流
域の県道等への被害の恐れがある。

このため、山腹工により拡大崩壊の防止、斜面の安定を図ることに
より、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るものであ
る。

主な事業内容 山腹工 ０．１７ha

費用対効果分析 総費用（C） ７，９８１千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２，３５２千円

山地保全便益 １６，７８７千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 １７，５９７千円

計 １９，９４９千円

分析結果（B／C） ２．５０

評価結果 ・必要性: 山腹に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により崩壊の拡大が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 １８

事 前 評 価 個 表

事業名 水源の里保全緊急整備事業 事業計画期間 平成２１～２３年度
（国有林） (３年間)

事業実施地区名 良足谷地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
あ し だ に

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 良足谷地区は、吉井川流域の上流部で岡山県苫田郡鏡野町に位置す
る越畑山国有林で、下流３．５kmには農業用水等確保のために香々美
ダムがあり重要な水源地域である。国有林は、水源かん養保安林に指
定されている。当地区は森林の有する国土保全、水源の涵養等公益的
機能の発揮に関する要望等が高い。

平成１６年台風２３号により山腹崩壊が発生し、崩壊地、荒廃渓流
には不安定土砂が堆積し、今後の降雨等により下流域の人家、林道等
へ被害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹崩壊地、渓流荒廃地を治山施設整備により復旧し、
併せて過密化し下層植生が減少した人工林に、本数調整伐等の森林整
備を行うことにより、水土保全機能の維持・増進と下流域の保全を図
るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．２９ha
渓間工（１基）６９５．９m3

森林整備 ７２．２０ha

費用対効果分析 総費用（C） ９８，７１７千円

総便益（B） 水源かん養便益 ３０４，６４３千円

山地保全便益１，５７７，７７０千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 １９，１５８千円適用しない

計 １，８８２，４１３千円

分析結果（B／C） １９．０７

評価結果 ・必要性: 渓流・山腹に堆積している不安定土砂、林地荒廃の状況
から、放置すれば、今後の集中豪雨等により渓流荒廃・山
腹崩壊・林地荒廃の拡大が懸念されることから、当該事業
の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流・山腹・林地の安定化が図ら
れ保安林の水土保全機能の発揮が見込まれることから、下
流域の保全が図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設・保安林の整備が適切に計画され
ているものと認められる。



整理番号 １９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 猪山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
いのやま

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 猪山地区は、吉井川流域の支流日笠川の上流部で岡山県和気郡和気
町に位置する保曽国有林で、下流１．４kmには日笠集落の農業用水等
確保のために取水口があり重要な水源地域である。国有林は、水源か
ん養保安林に指定され森林の有する国土保全、水源の涵養等公益的機
能の発揮に関する地元からの要望等が高い。

平成１６年台風２３号による渓床荒廃により、県道福本和気線に土
砂が流出する災害が発生し、渓流内には現在も不安定土砂が堆積して
いる状況で、下流域の人家、県道等へ被害を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工により土砂流出の抑止並びに渓床の安定と山脚の
固定を行い、下流域の保全並びに保安林機能の維持・増進と下流域の
保全を図るものである。

主な事業内容 渓間工 （１基）２４０．０m3

費用対効果分析 総費用（C） １７，３０８千円

総便益（B） 水源かん養便益 ３，１４４千円

山地保全便益 ７，６１５千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ２０，１１７千円

計 ２３，２６１千円

分析結果（B／C） １．３４

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ２０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 組ヶ原上流地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
くみがはらじようりゆう

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 組ヶ原上流地区は、広島県広島市の北部、太田川中流の火ノ見山国
有林に位置している。

水源のかん養等公益的機能の発揮に関する地域の要請が高い。
平成１７年台風１４号の集中豪雨により、渓流荒廃が発生し下流直

下の林道に被害を与えた。
渓流内には現在も不安定土砂が堆積している状況で、今後の豪雨等

により下流域の人家、林道等へ被害を及ぼす恐れがある。
このため、渓流の早期安定化を図り、水土保全機能の回復・向上と

下流域の保全を図るものである。

主な事業内容 渓間工（１基）２００．０m3

費用対効果分析 総費用（C） ２５，４０７千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２，１１２千円

山地保全便益 ６，９９３千円適用しない

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ５１，８０３千円

計 ５３，９１５千円

分析結果（B／C） ２．１２

評価結果 ・必要性: 渓流に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば、
今後の集中豪雨等により荒廃の拡大が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、渓流の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ２１

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 押 込 上 流地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
おしこみじようりゆう

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 押込上流地区は、広島県広島市の南東部、黒瀬川の峠山国有林に位
置している。

当箇所は、保全対象（幼稚園・人家等）の直上部に隣接し、国有林
内には転石が点在している。

転石は長年の風化等により亀裂が発生しいる。今後の異常気象等に
よる落石・崩落の発生が懸念され、保全対象に多大な被害を及ぼすお
それがある。

このため、落石対策を行い、直下の保全並びに水土保全機能の維持
・向上を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．０２ha

費用対効果分析 総費用（C） ４，８０８千円

総便益（B） 水源かん養便益 ２，５９８千円

山地保全便益 ８，２６１千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 － 千円

計 １０，８５９千円

分析結果（B／C） ２．２６

評価結果 ・必要性: 山腹に存する転石・浮石の状況から、放置すれば、今後
の集中豪雨等により落石、崩落の発生が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ２２

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 古屋地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ふ る や

（都道府県名） （山口県） 山口森林管理事務所

事業の概要・目的 古屋地区は、山口県岩国市錦川下流域に位置する古屋国有林内を対
象にしている。

古屋国有林直下には錦川鉄道が営業運行しており、鉄道に隣接する
当国有林には転石・浮石が多数あり、落石により鉄道に被害を与える
おそれがあるため、平成１９年１２月錦川鉄道から落石防止の要望書
が提出された。

山口県、岩国市、山口森林管理事務所が協議の結果、各機関が連携
し、各々の管理地内において落石防止工事を行うことになった。

このため、落石対策を行い、直下の保全並びに水土保全機能の維持
・向上を図るものである。

主な事業内容 山腹工 １．２５ha

費用対効果分析 総費用（C） ２４，０３８千円

総便益（B） 水源かん養便益 １６，３９３千円

山地保全便益 ４９，１３８千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 ８７，９８４千円適用しない

計 １０４，３７７千円

分析結果（B／C） ４．３４

評価結果 ・必要性: 山腹に存する転石・浮石の状況から、放置すれば、今後
の集中豪雨等により落石の発生が懸念されることから、当
該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は認めら
れる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。



整理番号 ２３

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山事業（国有林） 事業計画期間 平成２１年度(１年間)

事業実施地区名 城山地区 事業実施主体 近畿中国森林管理局
しろやま

（都道府県名） （山口県） 山口森林管理事務所

事業の概要・目的 城山地区は、山口県岩国市錦川下流域に位置する城山国有林内を対
象にしている。

城山国有林界は山脚部に位置し、急傾斜地に近接して人家がある。
山腹斜面には不特定多数の中小の転石があり、直下に位置している

民家等へ落石等の危険性が非常に高い地区である。
このため、落石対策を行い、直下の保全並びに水土保全機能の維持

・向上を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ９．８１ha

費用対効果分析 総費用（C） ２３９，１０２千円

総便益（B） 水源かん養便益 ９２，９１３千円

山地保全便益 ３９６，１３２千円

環境保全便益 － 千円

災害防止便益 － 千円

計 ４８９，０４５千円

分析結果（B／C） ２．０５

評価結果 ・必要性: 山腹に存する転石・浮石の状況から、放置すれば、今後
の集中豪雨等により落石、崩落の発生が懸念されることか
ら、当該事業の実施による水土保全機能の発揮の必要性は
認められる。

・有効性: 当事業の実施により、山腹の安定化が図られ保安林の水
土保全機能の発揮が見込まれることから、下流域の保全が
図られ有効性は認められる。

・効率性: 費用対効果分析の結果から効率性は認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効
果分析及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討した
ところ、事業目的に応じた治山施設の整備が適切に計画されているも
のと認められる。




